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資料６
＜特別市（昭和22年～昭和31年）＞

特別自治市構想の経緯等
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特別自治市構想の経緯等（つづき）

＜指定都市制度及び新たな大都市制度について＞
○ 平成23年８月 第30次地方制度調査会設置

大都市制度のあり方 など【諮問事項】

○ 平成24年８月 大都市地域特別区設置法の制定

○ 平成25年６月 第30次地方制度調査会答申
【答申事項】 特別市（仮称）、指定都市制度の見直し など

○ 平成26年５月 地方自治法の一部改正 等
【指定都市制度の見直し】

・県から指定都市への権限移譲
・区の役割の拡充（総合区制度の創設など）
・指定都市都道府県調整会議の設置

（神奈川県広域連携課作成）



指定都市市長会と全国知事会の意見
（第30次地方制度調査会）
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特別市（仮称）について

意義

課題

① 現行の指定都市の区と同様の区を設置する
ことでは不十分（住民代表機能を持つ区が必要）

① いわゆる「二重行政」が完全に解消され、
効率的・効果的な行政体制の整備に資する

② 政策選択の自由度が高まる

② 例えば、警察事務の分割による広域犯罪対応
への懸念

③ 全道府県税・市町村税を賦課徴収すること
による周辺自治体への影響の懸念

第30次地方制度調査会答申（平成25年６月）
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まずは、都道府県から指定都市への事務と税財源の移
譲により実質的に特別市（仮称）に近づけることを目
指すこととし、様々な課題については引き続き検討。

（神奈川県広域連携課作成）



指定都市都道府県調整会議（平成28年～）
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（総務省自治行政局資料より抜粋）
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